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主 文

原判決中，上告人敗訴部分を破棄する。

前項の部分につき，被上告人の控訴を棄却する。

控訴費用及び上告費用は被上告人の負担とする。

理 由

上告人の上告受理申立て理由について

１ 本件は，上告人の設置する大学の推薦入学試験に合格した被上告人が，入学

を辞退して在学契約を解除したなどと主張して，上告人に対し，不当利得返還請求

権に基づき，納付済みの授業料等相当額の返還を求める事案である。

２ 原審の適法に確定した事実関係の概要等は，次のとおりである。

(1) 上告人は，学校教育法所定の大学であるＡ大学を設置する学校法人である

（以下，上告人及び上告人の設置するＡ大学を「上告人大学」ということもあ

る。）。

(2) 被上告人は，上告人大学医学部医学科の平成１８年度推薦入学試験を受験

して合格し，上告人大学が定めた入学手続の要領に従い，所定の期限内である平成

１７年１１月２２日，上告人大学に対し，入学金１００万円及び授業料等７００万

６０００円（授業料３５０万円，実験実習教材費５０万円，教育充実費３００万円

及び学友会費６０００円。以下「本件授業料等」という。）を納付して入学手続を

行い，上告人大学との間で在学契約（以下「本件在学契約」という。）を締結し

た。

(3) 上告人大学の平成１８年度学生募集要項には，推薦入学については，いっ

たん納付した学生納付金は一切返還しない旨記載されていた（この記載に係る合意
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のうち授業料等に関する部分を，以下「本件不返還特約」という。）。

(4) 被上告人は，その後，Ｂ大学医学部の一般入学試験に合格し，平成１８年

３月３０日，同大学に入学金，授業料等を納付した。

(5) 被上告人は，平成１８年４月５日，上告人大学に対し，辞退理由として

「体調をくずし，下宿して通学するのが困難となったため」と記載した入学辞退届

を提出し，本件在学契約を解除する旨の意思表示をした。

(6) 上告人大学医学部医学科の平成１８年度の入学試験では，推薦入学試験

（募集人員２５名）のほか，一般入学試験（同６５名）及びセンター利用試験（同

１０名）が行われた。なお，推薦入学試験においても，上告人大学を専願あるいは

第１志望とすることなどは出願資格とされていなかった。

(7) 上告人大学は，一般入学試験及びセンター利用試験（以下，併せて「一般

入学試験等」という。）について補欠者を設けており，平成１６年度以降の学生募

集要項には，補欠者にはその旨郵便で通知すること，合格者に欠員が生じた場合に

は補欠者を順次繰り上げて合格者を決定し，繰上げ合格者には合格通知書等を送付

すること，４月７日までに補欠合格の通知がない場合には不合格となることを記載

していた。

(8) 上告人大学は，平成１３年度から同１６年度までは４月１日以降に補欠者

を繰上げ合格させることはなかったが，平成１７年度及び平成１８年度には，４月

１日以降にそれぞれ３～４名の補欠者を繰上げ合格させた。

３ 原審は，次のとおり判断して，本件授業料等の返還請求を認容すべきものと

した。

(1) 本件在学契約は，消費者契約法２条３項所定の消費者契約に該当し，本件
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不返還特約は，同法９条１号にいう「当該消費者契約の解除に伴う損害賠償の額を

予定し，又は違約金を定める条項」に当たるから，「当該消費者契約と同種の消費

者契約の解除に伴い当該事業者に生ずべき平均的な損害」（以下「平均的な損害」

という。）を超える部分が無効となる。

(2) 在学契約の解除に伴い当該大学に生ずべき平均的な損害は，１人の学生と

大学との在学契約が解除されることによって当該大学に一般的，客観的に生ずると

認められる損害をいい，在学契約の解除が当該大学が合格者を決定するに当たって

織り込み済みのものであれば，原則として，その解除によって当該大学に損害が生

じたということはできないところ，一般に，４月１日には，学生が特定の大学に入

学することが客観的にも高い蓋然性をもって予測されるから，在学契約の解除の意

思表示がその前日である３月３１日までにされた場合には，原則として，大学に生

ずべき平均的な損害は存しないものとして，当該解除との関係では不返還特約（授

業料等に関する部分。以下同じ。）はすべて無効となり，在学契約解除の意思表示

が同日より後にされた場合には，原則として，学生が納付した授業料等は，それが

初年度に納付すべき範囲内のものにとどまる限り，大学に生ずべき平均的な損害を

超えず，当該解除との関係では不返還特約はすべて有効となる（最高裁平成１７年

（受）第１１５８号・第１１５９号同１８年１１月２７日第二小法廷判決・民集６

０巻９号３４３７頁参照）。

(3) しかしながら，上告人大学においては，平成１６年度以降，学生募集要項

に，補欠者につき４月７日までに通知がない場合に不合格となる旨記載し，平成１

７年度及び平成１８年度には４月１日以降に３～４名の補欠者を繰上げ合格させて

いることからすると，平成１６年度以降は，毎年４月７日まで最終的な合否の判定
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を留保する取扱いが確立していたというべきである。特に，推薦入学試験の合格者

については，いわゆる専願等を資格要件とするものではなく，学生納付金の納付期

限から他大学医学部の一般入学試験日まで相当の期間があることからすると，他大

学医学部に合格してその大学に入学する者が出ることを上告人としても当然に予測

していたものである。

したがって，上告人大学においては，４月７日までは，特に推薦入学試験の合格

者についてはその在学契約が解除されることがあること及び４月１日以降に補欠者

を上告人大学に入学させることを織り込み済みであったから，被上告人が４月５日

に在学契約を解除しても上告人大学に生ずべき平均的な損害は存しないというべき

であって，本件不返還特約は無効である。

４ しかしながら，原審の上記３(1)及び(2)の判断は是認することができるが，

同(3)の判断は是認することができない。その理由は，次のとおりである。

前記事実関係によれば，被上告人は，上告人大学の平成１８年度の推薦入学試験

に合格し，本件授業料等を納付して上告人大学との間で本件在学契約を締結した

が，入学年度開始後である平成１８年４月５日に本件在学契約を解除する旨の意思

表示をしたものであるところ，学生募集要項の上記の記載は，一般入学試験等の補

欠者とされた者について４月７日までにその合否が決定することを述べたにすぎ

ず，推薦入学試験の合格者として在学契約を締結し学生としての身分を取得した者

について，その最終的な入学意思の確認を４月７日まで留保する趣旨のものとは解

されない。また，現在の大学入試の実情の下では，大多数の大学において，３月中

には正規合格者の合格発表が行われ，補欠合格者の発表もおおむね終了して，学生

の多くは自己の進路を既に決定しているのが通常であり，４月１日以降に在学契約
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が解除された場合，その後に補欠合格者を決定して入学者を補充しようとしても，

学力水準を維持しつつ入学定員を確保することは容易でないことは明らかである。

これらの事情に照らせば，上告人大学の学生募集要項に上記の記載があり，上告人

大学では４月１日以降にも補欠合格者を決定することがあったからといって，上告

人大学において同日以降に在学契約が解除されることを織り込み済みであるという

ことはできない。そして，専願等を資格要件としない推薦入学試験の合格者につい

て特に，一般入学試験等の合格者と異なり４月１日以降に在学契約が解除されるこ

とを当該大学において織り込み済みであると解すべき理由はない。

したがって，被上告人が納付した本件授業料等が初年度に納付すべき範囲を超え

ているというような事情はうかがわれない以上，本件授業料等は，本件在学契約の

解除に伴い上告人大学に生ずべき平均的な損害を超えるものではなく，上記解除と

の関係では本件不返還特約はすべて有効というべきである。

５ 以上と異なる見解の下に，被上告人の本件授業料等返還請求を認容した原審

の判断には，判決に影響を及ぼすことが明らかな法令の違反がある。論旨は理由が

あり，原判決中，上告人敗訴部分は破棄を免れない。そして，以上説示したところ

によれば，上記部分に関する被上告人の請求を棄却した第１審判決は正当であるか

ら，上記部分に係る被上告人の控訴を棄却すべきである。

よって，裁判官全員一致の意見で，主文のとおり判決する。

(裁判長裁判官 田原睦夫 裁判官 藤田宙靖 裁判官 堀籠幸男 裁判官

那須弘平 裁判官 近藤崇晴）


